
様式第五（第七条第二項関係）
	
報告書

年　　月　　日

総務大臣　殿


登録番号／届出番号　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　


　　　年度　（自　　年４月１日　　至　　年３月31日）

　標記の年度が終了したので、総務省関係経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行規則第７条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

	標記の年度における１月当たりのメッセージサービスの提供を受けた利用者の数の平均の該当する区分
	□５千万以上６千万未満
□６千万以上


注　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
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